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解　題
池　田　眞　朗
一　本特集の内容
　本特集「中国電子商取引法の研究」は、本年 2019 年 3 月 11 日に武蔵野大
学有明キャンパスで開催された、武蔵野大学法学研究所中国研究部門開設記
念研究会における、中国を代表する民商法学者の 2 つの報告に、本学金安妮
講師の書下ろし論文「中国における電子商取引法の制定－立法過程の概観と
日本法への示唆を踏まえて（日中対訳〔仮訳〕付き）」を加えて公表するも
のである。
　中国電子商取引法（正式名称は「中華人民共和国電子商務法」）は、201（
年 （ 月に制定され、2019 年 1 月より施行されている。第一草案の段階で電
子商取引を「インターネット等の情報ネットワークを通じて商品の取引や
サービスの取引を行う経営活動」と定義して制定された同法は、いわば中国
におけるインターネット取引基本法とでも称すべき内容になっており、わが
国から見ても大いに参考とすべき内容を多数含むものである。
　本特集で最初に掲載する論考（研究会第一報告）は、華東政法大学経済法
学院の銭玉林教授による「電子商取引経営者の義務と責任」であり、次に掲
載する論考（研究会第二報告）は、西南政法大学民商法学院の趙万一教授に
よる「電子商取引法における約款に関する諸問題」である。これらに、研究
会でも通訳を務めた本学金安妮講師による、電子商取引法全法文の日中対訳
を付した、同法の第一草案・第二草案からの紹介・研究の論文を加えて、本
特集は、わが国における中国電子商取引法の研究をリードしうる資料となっ
たのではないかと自負する次第である。
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二　武蔵野大学法学研究所中国研究部門の開設について
　次に、本特集の研究会が開催された経緯を述べておきたい。武蔵野大学法
学研究所は、国際的な産官学連携研究を推進するため、2019 年 2 月に中国
研究部門を開設した（部門長は同年 4 月 1 日に北京大学より本学に赴任した
朱大明教授）。その開設記念行事が、3 月 11 日に有明キャンパスにて行われ
た次第である。
　当日はまず、本学と中国の深圳鼎茂延康投資発展有限会社（中国深圳市、
取締役・総経理　馬文淵氏）との間で、武蔵野大学における中国法学の研究
と、日中法学交流を促進するための研究寄付金受入れに関する調印式を執り
行った。その後に、記念講演として今回の 2 講演が行われたわけである（なお、
当日の模様は、武蔵野大学公式ホームページの TIMES 欄〔2019 年 3 月 20
日付〕に写真入りで掲載されている）。
　同研究所中国研究部門は、今後、わが国における中国ビジネス法学研究と
日中法学交流の拠点となることを期して活動を活発化していく所存である
が、その第一弾が本特集となった次第である。今後の同部門の研究の発展に
期待をお寄せいただきたい。
4）
